
平成２８年 ４月 ・熊本地震発生

平成２８年 ５月 ・経済界や熊本にゆかりのある方々による熊本城・阿蘇神社等被災文化財復興支援をきっかけに募金活動が本格化

平成２８年 ７月 ・「熊本城・阿蘇神社等被災文化財復興支援委員会」発足

（委員長：甲斐隆博［熊本経済同友会代表幹事、株式会社肥後銀行代表取締役頭取］ ※肩書当時）

平成２８年１０月 ・県が寄附金を財源とした「熊本地震被災文化財等復旧復興基金（文化財基金）」を設置

平成２９年 ２月１５日 ・有識者からなる「平成２８年熊本地震被災文化財等復旧復興基金配分委員会」発足

・第１回委員会。基金配分の基本方針及び配分基準、未指定歴史的建造物への支援等承認

平成２９年 ５月３１日 ・第２回委員会。民間所有者への支援等検討

平成２９年 ８月３１日 ・第３回委員会。阿蘇神社への支援、未指定歴史的建造物への支援拡大、未指定動産文化財への支援等承認

平成３０年 ２月１９日 ・第４回委員会。熊本城に対する支援内容、情報発信事業実施承認

平成３１年 ２月１８日 ・第５回委員会。熊本城に対する支援内容拡大承認

令和 ５年 ３月２３日 ・第６回委員会。被災装飾古墳への支援、歴史的・文化的価値が非常に高い歴史的建造物の公有化に係る経費への

支援承認

※ただし、被災装飾古墳への有効な支援策は事業費や事業期間の見通しがついた時点で提示

令和 ６年 ３月１２日 ・「熊本城・阿蘇神社等被災文化財復興支援委員会」解散

令和 ６年 ３月３１日 ・寄附受入終了

                                              ※延べ1,168の団体・個人から約45.1億円の寄附をいただいた

※令和６年４月以降は、ふるさと納税もしくは熊本市への直接寄附（復興城主等）で受入

令和 ７年９月 ２日 ・第7回委員会。被災装飾古墳への支援、文化財災害復旧事業（県補助事業）への充当、記録集作成（被災文化財

情報発信事業）承認

・配分委員会、解散

平成28年熊本地震被災文化財等復旧復興基金 これまでの経過
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